
補助メニュー一覧 
 

 Ⓐ薪ストーブの設置 ※個人又は事業者向け  対象経費の 2 分の 1 を補助（上限 10 万円） 

【対象経費】 

薪ストーブ本体、煙突、付属品の購入費とそれらの取付工事費、煙突窓の加工費（ペレットストーブは対象外） 

【条件】 

❶本市内の住宅で申請者自らが居住する住宅、又は本市内の事業所に設置 ❷薪、端材等を

燃料とし、二次燃焼等により排煙を減少させる機能を有するストーブで、暖房に使用 ❸未

使用品の購入を伴う ❹長岡京市森林組合が販売する薪を使用する（ただし、当該薪の販売

が行われていないときはこの限りではない） ❺補助対象経費に係る支払い手続きが完了し

ている ❻設置工事完了後 4 カ月以内に申請を行う（ただし、表紙の申請期限まで） 

 

 Ⓑ住宅窓の断熱改修 ※個人向け  対象経費の 10 分の 1 を補助（上限 5 万円） 

【対象経費】 

ガラス・窓及びそれと不可分な部材の製品に係る費用とそれらの交換・取付工事費 

【条件】 

❶本市内の住宅で申請者自らが居住する住宅の窓の断熱改修工事 ❷本市内の業者に発注する工事 ❸既存のガラス・窓

を交換又は既存の窓の内外に二重窓を新設する工事で、熱貫流率が 4.65W／㎡・K 以下の製品を使う工事 ❹補助対象

経費に係る支払い手続きが完了している ❺改修工事完了後 4 カ月以内に申請を行う（ただし、表紙の申請期限まで） 

 

 Ⓒ太陽光発電設備と蓄電設備の同時設置（FIT 案件） ※個人向け  

以下の(ハ)～(ホ)の合計（ただし(ニ)及び(ホ)それぞれ対象経費の 2 分の 1 以内） 

(ハ)基本額 1 万円 (ニ)太陽電池モジュールの公称最大出力 1kW 当たり 1 万円(千円未満切捨、上限 4 万円) 

(ホ)蓄電容量 1kWh 当たり 1 万 5 千円(千円未満切捨、上限 9 万円) ➤（(ハ)～(ホ)の合計で上限 14 万円） 

【対象経費】 

太陽光発電設備、蓄電設備、付属品の購入費とそれらの取付工事費（HEMS や可搬式の設備は対象外） 

【条件】 

太陽光発電設備 

❶本市内の住宅で申請者自らが居住する住宅、又は当該住宅と同一場所に設置 ❷❶の住宅に電力を供給するため、太

陽光を利用して発電を行う設備で、当該住宅の電気系統と連系しており、太陽電池出力（太陽電池モジュールの公称最

大出力の合計値をいう）が 2kW 以上 10kW 未満（FIT の認定が 10kW 未満） ❸全量売電でない 

蓄電設備 

❶本市内の住宅で申請者自らが居住する住宅に設置 ❷蓄電容量の合計値が 1kWh 以上 ❸太陽光発電設備により発

電する電力を平時充放電できるよう、太陽光発電設備と連係している（停電時のみに利用する非常用予備電源でない） 

共通 

❶未使用品の購入を伴う ❷PPA 又はリースにより導入される設備でない ❸補助対象経費に係る支払い手続きが完了して

いる ❹電気事業者との電力受給を開始しており、その開始日から 6 カ月以内に申請を行う（ただし、表紙の申請期限まで） 

 

 Ⓓ次世代自動車の導入 ※個人又は事業者向け  定額 10 万円を補助 

【対象経費】 

車両の購入費又はリース料（リース料は事業者の場合に限る） 

【条件】 

❶国内で販売される国産の 4 輪車両のうち電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車のいずれか

（電気自動車、プラグインハイブリッド自動車は外部から充電できる車種を指します） ❷「自動車検査証」上の「使用

の本拠の位置」が本市内であり、「使用者」が申請者と同一 ❸補助対象経費に係る支払い手続きが完了している ❹（申

請者が個人の場合）リース車両又は個人間の売買で取得した車両でない ❺（申請者が個人の場合）(一社)次世代自動車

振興センターが実施する「クリーンエネルギー自動車導入促進補助金」の交付決定を受けた車両であり、交付決定後 4

カ月以内に申請を行う（ただし、表紙の申請期限まで） ❻（申請者が事業者の場合）車両の初回登録年月から 4 カ月

以内に申請を行う（ただし、表紙の申請期限まで） ❼（申請者が事業者でリースの場合）リース期間が 11 カ月以上 

 

 Ⓔ家庭用燃料電池システムの設置 ※個人向け  定額 5 万円を補助 

【対象経費】 

家庭用燃料電池システム本体、配管、付属品の購入費とそれらの取付工事費 

【条件】 

❶本市内の住宅で申請者自らが居住する住宅に設置 ❷本市内の業者に発注する工事 ❸未使用 

品の購入を伴う ❹停電時自立発電機能付きの機種 ❺補助対象経費に係る支払い手続きが完了 

している ❻設置工事完了後 4 カ月以内に申請を行う（ただし、表紙の申請期限まで） 

 

 Ⓕ太陽光発電設備と蓄電設備の同時設置（非 FIT 案件） ※個人向け  

以下の(ハ)～(ホ)の合計（ただし(ニ)及び(ホ)それぞれ対象経費の 2 分の 1 以内） 

(ハ)基本額 1 万円 (ニ)太陽電池モジュールの公称最大出力 1kW 当たり 2 万円(千円未満切捨、上限 8 万円) 

(ホ)蓄電容量 1kWh 当たり 3 万円(千円未満切捨、上限 18 万円) ➤（(ハ)～(ホ)の合計で上限 27 万円） 

【対象経費】 

太陽光発電設備、蓄電設備、付属品の購入費とそれらの取付工事費（HEMS や可搬式の設備は対象外） 

【条件】 

太陽光発電設備 

❶本市内の住宅で申請者自らが居住する住宅、又は当該住宅と同一場所に設置 ❷❶の住宅に電力を供給するため、

太陽光を利用して発電を行う設備で、当該住宅の電気系統と連系しており、太陽電池出力（太陽電池モジュールの公

称最大出力の合計値をいう）が 2kW 以上 10kW 未満（上限はパワーコンディショナの定格出力でもよい） ❸全

量売電でない ❹法定耐用年数を経過するまでの間、自家消費した環境価値を J クレジット等の制度を利用して手放

さない ❺FIT や FIP の認定を取得しない ❻自己託送を行わない ❼再エネ特措法に基づく「事業計画策定ガイド

ライン（太陽光発電）」（資源エネルギー庁）に定める遵守事項等に準拠して事業を実施 ❽発電した電気の自家消費

率が 30％以上 

蓄電設備 

❶本市内の住宅で申請者自らが居住する住宅に設置 ❷蓄電容量の合計値が 1kWh 以上 ❸太陽光発電設備により

発電する電力を平時充放電できるよう、太陽光発電設備と連係している（停電時のみに利用する非常用予備電源でな

い） ❹蓄電設備の価格が、蓄電容量１kWh あたり工事費込みで税抜 12.5 万円以下となるよう努める（超えても

対象とする） ❺蓄電池部（初期実効容量 1.0kWh 以上）とパワーコンディショナ等の電力変換装置等から構成さ

れるシステムであり、蓄電システム本体機器を含むシステム全体を一つのパッケージとして取り扱うものであること

（初期実効容量は、JEM 規格で定義された初期実効容量のうち、計算値と計測値のいずれか低い方を適用する）※

システム全体を統合して管理するための番号が付与されていること ❻性能表示基準：「蓄電容量」「初期実効容量」

「定格出力」「出力可能時間」「廃棄方法」「アフターサービス」の記載が、製品カタログ、仕様書等で確認できる  

❼蓄電池部安全基準：JIS C 8715-2 又は IEC62619 の規格を満たす ❽蓄電システム部安全基準（リチウムイ

オン蓄電池部を使用した蓄電システムのみ）：JIS C 4412 の規格を満たす。ただし、電気製品認証協議会が定める

JIS C 4412 適用の猶予期間中は、JIS C 4412-1 若しくは JIS C 4412-2 の規格も可（JIS C4412-2 におけ

る要求事項の解釈等は「電気用品の技術基準の解釈 別表第八」に準拠） ❾震災対策基準（リチウムイオン蓄電池部

を使用した蓄電システムのみ）：蓄電容量 10kWh 未満の蓄電池は、第三者認証機関の製品審査により、「蓄電シス

テムの震災対策基準」の製品審査に合格したものであること（第三者認証機関は、電気用品安全法国内登録検査機関

であること、かつ、IECEE-CB 制度に基づく国内認証機関（NCB）であること） ❿メーカー保証（無償）及びサ

イクル試験による性能の双方が 10 年以上 

共通 

❶未使用品の購入を伴う ❷PPA 又はリースにより導入される設備でない ❸補助対象経費に係る支払い手続きが

完了している ❹電気事業者との電力受給を開始しており、その開始日から 6 カ月以内（電気事業者と電力受給契約

を交わさない場合は、設置工事完了後 6 カ月以内）又は契約年度の 2 月 2 日のいずれか早い方までに申請を行う  

❺設備導入に係る契約日が、令和 7 年 4 月 23 日以降  ❻同じ補助対象設備に対し、他の国庫補助金を受けてい

ない 

その他 

※上記の非 FIT 案件の条件に該当しない項目がある場合で、太陽光発電設備と蓄電設備の同時設置（FIT 案件） 

の FIT であること以外の条件を満たしている場合は、FIT 案件の補助メニューとして申請することも可 

家庭用燃料電池システム 

「エネファーム」 



 

 Ⓖ太陽光発電設備と蓄電設備に高効率給湯機器かコージェネレーションシステムを加えた 3 点同時設置（FIT 案件） ※個人向け  

Ⓒの太陽光発電設備と蓄電設備の同時設置（FIT 案件）で算定した額に以下の額を加えた額 

 ➤高効率給湯機器又はコージェネレーションシステムの導入費の２分の１を補助 

（高効率給湯機器の上限１０万円、コージェネレーションシステムの上限２０万円） 
 

※設置したコージェネレーションシステムが停電時自立発電機能付きの家庭用燃料電池システムで、本市内業者に 

発注する工事の場合は、Ⓔの補助メニューの５万円の交付も同時に受けていただくことができます。 
 

【対象経費】 

太陽光発電設備、蓄電設備、高効率給湯機器、コージェネレーションシステム及び付属品の購入費と 

それらの取付工事費（HEMS や可搬式の設備は対象外） 

【条件】 

太陽光発電設備・蓄電設備 

※Ⓒの太陽光発電設備と蓄電設備の同時設置（FIT 案件）に同じ 

高効率給湯機器又はコージェネレーションシステム 

❶（高効率給湯機器の場合）従来の給湯機器等に対して 30%以上省 CO2 効果が得られる ❷（コージェネレーション

システムの場合）都市ガス、天然ガス、LPG、バイオガス等を燃料とし、エンジン、タービン等により発電するととも

に、熱交換を行う機能を有する熱電併給型動力発生装置又は燃料電池 ❸同じ補助対象設備に対し、他の国庫補助金を

受けていない 

共通 

❶未使用品の購入を伴う ❷PPA 又はリースにより導入される設備でない ❸補助対象経費に係る支払い手続きが完

了している ❹電気事業者との電力受給を開始しており、その開始日から６カ月以内又は契約年度の２月 2 日のいず

れか早い方までに申請を行う ❺設備導入に係る契約日が、令和 7 年 4 月 23 日以降 

 

 Ⓗ太陽光発電設備と蓄電設備に高効率給湯機器かコージェネレーションシステムを加えた 3 点同時設置（非 FIT 案件） ※個人向け  

Ⓕの太陽光発電設備と蓄電設備の同時設置（非 FIT 案件）で算定した額に以下の額を加えた額 

 ➤高効率給湯機器又はコージェネレーションシステムの導入費の２分の１を補助 

（高効率給湯機器の上限１０万円、コージェネレーションシステムの上限２０万円） 
 

※設置したコージェネレーションシステムが停電時自立発電機能付きの家庭用燃料電池システムで、本市内業者に 

発注する工事の場合は、Ⓔの補助メニューの５万円の交付も同時に受けていただくことができます。 
 

【対象経費】 

Ⓖに同じ 

【条件】 

太陽光発電設備・蓄電設備 

※Ⓕの太陽光発電設備と蓄電設備の同時設置（非 FIT 案件）に同じ 

高効率給湯機器又はコージェネレーションシステム 

❶（高効率給湯機器の場合）従来の給湯機器等に対して 30%以上省 CO2 効果が得られる ❷（コージェネレーション

システムの場合）都市ガス、天然ガス、LPG、バイオガス等を燃料とし、エンジン、タービン等により発電するととも

に、熱交換を行う機能を有する熱電併給型動力発生装置又は燃料電池 

共通 

❶未使用品の購入を伴う ❷PPA 又はリースにより導入される設備でない ❸補助対象経費に係る支払い手続きが完

了している ❹電気事業者との電力受給を開始しており、その開始日から 6 カ月以内（電気事業者と電力受給契約を交

わさない場合は、設置工事完了後 6 カ月以内）又は契約年度の２月 2 日のいずれか早い方までに申請を行う ❺設備

導入に係る契約日が、令和 7 年 4 月 23 日以降 ❻同じ補助対象設備に対し、他の国庫補助金を受けていない 

その他 

※上記の非 FIT 案件の条件に該当しない項目がある場合で、太陽光発電設備と蓄電設備の同時設置（FIT 案件）の FIT

であること以外の条件を満たしている場合は、FIT 案件の補助メニューとして申請することも可 

 

 

 

 

 

 

 

 

長岡京市 COOL CHOICE 実践補助金 
(令和 7年 6月 10 日版) 

 

 

地球温暖化防止のため、温暖化対策と暮らしやすさを両立する賢い選択「COOL CHOICE」の実践

に対して、その実際に要した経費の一部を補助します。各補助メニュー、導入される設備が、商用化

され、導入実績があるもので、条件の全てを満たす、法令等に適合した事業が対象です。 

 
 

■申請できる人 
市民でかつ、市税の滞納がなく、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力

団員でない者 ※中面の補助メニューⒶ及びⒹについては、市内に事業所を有する事業者でも可（そ

れ以外は個人のみ） 

 

■申請受付期限 
補助メニューⒶ～Ⓔは令和 8 年 3 月 13 日㈮までに下記必着で提出してください（郵送可）。 

補助メニューⒻ～Ⓗは令和 8 年 2 月 2 日㈪までに下記必着で提出してください（郵送可）。 

↳補助メニューⒻ～Ⓗは補助対象工事の契約年度にしか申請ができません。また、Ⓕ～Ⓗは令和 7 年 4 月 23 日 

よりも前に契約されたものは対象外となります。（令和 7 年 4 月 23 日以降に契約したものが対象） 

※申請様式は、下記「お問い合わせ・申請先」か、市ホームページ（サイト内検索で「COOL CHOICE

実践補助金」と検索）からもダウンロードしていただけます。 

 

◆◆注意点◆◆ 

※補助金の交付を受けた場合は、当該補助金の交付を受けた設備等を、別紙「ご提出いただく書類」

表左列に記載の期間、処分することなく、適切に管理しなければなりません。 

※補助金の計算は千円未満切捨です。計算結果が 1 万円未満の場合は、補助金を交付しません。 

※申請は、一つの補助対象事業につき１申請者 1 回限りであり、過去に同補助金の交付を受けた者は、

同じ補助対象事業に対して補助を受けることはできません。 

※「薪ストーブの設置」「住宅窓の断熱改修」「太陽光発電設備と蓄電設備の同時設置（FIT 案件、非

FIT 案件及び高効率給湯機器又はコージェネレーションシステムを加えた３点同時設置のいずれも

含む）」「家庭用燃料電池システムの設置」については、一つの補助対象事業につき、同一住所（所

在地）1 回限りの補助金交付申請とします。過去に同補助金の交付を受けた住所（所在地）におい

ては、同じ補助対象事業に対して補助を受けることはできません。 

※予算の範囲内で先着順に受け付けます。予算上限に達した段階で、申請期限前であっても受付は終

了となります。また、次年度の予算については確約ができません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

後日、補助対象設備等の利用状況の 

資料提供などを依頼する場合があり 

ますが、ご協力願います。 

当該補助金の市ホーム 

ページの QR コード 

（様式の掲載あり） 

お問い合わせ・申請先 〒617-8501 長岡京市役所 環境経済部 環境政策室 

脱炭素・環境政策担当 電話：075-955-9542 FAX：075-951-5410 

電気自動車の導入やエネファームの設置も対象！ 


